
税投入に対する国民的理解の前提は
高校生のための情報公表

　私は、2011年に文部科学省が設け
た「大学における教育情報の活用支援
と公表の促進に関する協力者会議」
に、委員として加わった。情報公表を
前提とする自治体や国の事業仕分け
に、民間評価者として関わった経験を
ふまえ、意見を述べた。
　毎回、大学の情報公表においては
「受け手にとって十分な情報」「高校
生にとって有益な情報」「比較可能」
「選択可能」などの観点が大切だと主
張し、中間まとめにもこれらの観点が
盛り込まれた。この考え方に基づいて
大学ポートレートをつくる以上、徹底
的な情報公表が不可欠だ。
　私の理解では、協力者会議で挙げら
れた「大学が情報公表できない、しな
い」理由は、次の3つに集約できる。
①序列化、ランキングにつながる、②
多様で細かい情報を高校生が使いこな

せない、③大学のコスト負担が大き
い。このうち、③についてはある程度
理解するが、①と②にはまったく同
意できない。

　大学が情報公表できない理由の①
は序列化に対する懸念で、大学関係者
から「数値に基づく安易な序列化は大
学の活力をそぐ」という指摘をたびた
び聞いた。
　しかし、入試難易度による一元的な
序列化がなされている現状こそが、大
学のみならず社会にとって問題ではな
いのか。難易度が低い大学はそれだけ
で評価が固定し、異なる部分での努力
のしようもない。さまざまな指標に基
づく多元的な序列化であれば、大学が
それぞれの特色を磨くことに意味が生
まれ、むしろ活力をもたらすはずだ。
大学ポートレートでさまざまなデータ

を示すことが、その出発点になるに違
いない。
　法科大学院は、外部評価に対応する
ために情報公表が進んでいる。成績評
価基準、教員一人あたりの学生数、
FDの内容など、教育の質に関わる情
報はガラス張りだ。その結果、東京大
学と一橋大学の両方に合格した人が一
橋を選ぶということが起きている。学
部教育でもこういう新しい選択軸をつ
くり出すのが良い。
　②の「高校生に情報分析能力がな
い」、だから詳しい情報の公表は適切
でないという理屈は、考えてみるとず
いぶん失礼な話だ。情報公表の大前提
は、受け手を信用することだ。確か
に、情報の海でおぼれて誤った選択を
してしまう高校生もゼロではないだろ
う。しかし、総合的に見ると、情報を
与えられなかったときに比べて納得の
いく選択をする人が増えることに疑い
はない。
　とは言え、高校生による大学ポート
レートの活用をサポートするコンシェ
ルジュは必要だ。その中心になるのが
進路指導担当教員。さらに、教育産業
等も、どんなときにどのデータを
チェックすべきか、それをどう読み解
けば良いか、生徒へのアドバイスに加
え、高校教員の指導力向上を支援する
役割も担うべきだろう。
　大学ポートレートに限らず、進路選
択を支援するツールの設計や改良に
は、当事者である高校生、受験生の声
が届きにくい。それは、受験生という
のが一過性の属性だからである。ほと
んどの人は、人生で1回きり、あるい

はせいぜい2、3回しか受験生を経験
しない。そのために、「受験生のニー
ズ」をはっきり自覚するのが難しいの
だ。
　賢い顧客は、情報の受け手としての
リピーターの中から生まれるが、受験
生自身はリピーターにならないわけ
だ。この点でも、コンシェルジュの果
たすべき役割は大きい。数多くの受験
生を見てきた経験をふまえて、大学
ポートレートの質について常に意見を
述べ、絶えざる改善を求めていく必要
がある。
　③のコスト負担の問題だが、財政の
厳しい大学が多い中で、共同のシステ
ムをつくるために新たな負担を抱える
のは、確かに酷な話だと思う。だか
ら、大学ポートレートのフレームの構
築から稼働までの初期投資は、国が一
定の支援をすべきだ。
　設定された全項目に最初からデータ
を入れるのは負担が大きいので、数年
から5年程度の猶予期間を設け、各大
学の事情に応じて段階的に進めていけ
ば良いと思う。その間にデータベース
のフォーマットが頻繁に変わると対応
できないので、スタート時点である程
度、将来的な公表項目まで確定させ、
フォーマットを決めておく必要があ
る。

　大学の情報が十分に提供されないこ
とによって、最も大きな不利益を被っ
ていたのは高校生だ。彼らの人生に関
わる選択が適切になされるよう支援
し、幸せをつかんでもらうためのツー
ルだからこそ、大学ポートレートに税
金を投入することに国民的合意が得ら
れるのだと思う。
　私は、国の事業仕分けで大学入試セ
ンターのハートシステムの廃止に関
わったが、廃止の最大の理由は、受験
生の役には立っていないと判断したこ
とだ。この先もし、大学ポートレート
が高校生の大学選びに有益とは言えな
いと認定されたら、またもや廃止に追
い込まれるだろう。進学する高校生
の、少なくとも2、3割が使うという
ような明瞭な実績が求められる。

　大学ポートレートに参加するかどう
か、さらに、任意項目に情報を出すか
どうかは、いずれ、運営費交付金や私
学助成とリンクするのではないか。情
報公表に消極的な大学は、税制の優遇

措置も制限すべき
だと思う。憲法
上、国が私立大学
に全ての情報の公
表を義務付けるこ
とはできないが、
厳しい国家財政の
下、公表度を支援
の条件にすること
には何の問題もな
い。任意参加で
も、こうした施策
との連動によって

「情報を出すほうが得」という環境を
つくっていけば良い。
　情報公表によって、さまざまな意味
での「優れた大学」「劣った大学」が明
らかになる。優勝劣敗が情報公表の基
本構造だ。その中で淘汰される大学が
出ることを是とするか否かは、意見が
分かれるところだろう。淘汰のために
こそ情報公表が必要という意見もある
が、私はそれには賛同しない。
　大学進学率はもっと上げるべきであ
り、大学の数が減って進学したくても
できない人が出てくることには反対
だ。「専門学校とどこが違うのか」と
評されるような大学であっても、その
教育を必要とする人がいて成長させて
いる限り、一定の存在価値はある。
　「大学をつぶすための情報公表には
賛成しない」という私の立ち位置は、
「つぶさないため、情報公表しないこ
とを容認する」というのとはまったく
異なる。入試難易度をはじめとする多
くの項目で他大学に劣っていても、別
の項目で優れていることをしっかり示
すべきだ。多様な評価軸の中でその項
目を重視する高校生がその大学を見つ
け、選ぶことができれば、本人と大学
の双方にとっての幸せにつながる。
　全ての大学から全ての項目について
同意を取り付けてスタートするという
のはしょせん無理で、一部の項目を任
意公表にするのは適切な判断だ。
　2014年度の本格稼働で画期的な大
学ポートレートができるとは、恐らく
大学も文科省も思っていない。私も、
当初は極めて不完全なものになるだろ
うと予想している。その先、継続的な
改善によっていかに進化させていくか
が重要だ。それはひとえに、高校生や
その代弁者たるコンシェルジュの意見
を吸い上げ、それを反映させるしくみ
をポートレートに組み込むことができ
るかどうかにかかっている。
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大学の情報公表のあり方を議論した2011年の有識者会議で、高校生に対
する情報支援を強く訴えた水上貴央弁護士は、大学ポートレートに何を期待
し、どんな課題を認識しているのか。事業仕分けを通して見てきた「情報公
表が社会にもたらすもの」をふまえて語った。
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